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1.　は じ め に

機械設備（以下，単に設備と記す）の典型的な災害
は，はさまれ・引き込まれ・巻き込まれである 1）．こ
の型の災害は，作業者の身体，あるいは身体の一部
（以下，身体）が機械の危険な動作の領域内にあるに
もかかわらず起動させてしまったか，作業者が作業中
に何かの理由で機械が起動してしまったこと，あるい
は稼働中の機械の危険区域に身体を入れてしまったこ
とによる．
機械の安全確保では，ISO 12100 2）（JIS B 9700 3））
にしたがって，リスクアセスメントに基づき保護方策
を行う．本質的安全設計方策の適用を検討するが，機
械の機能に関する場合には適用できないことが多いの
で，安全防護及び付加保護方策の適用を検討する．保
護方策は，例えば，インタロック付き可動式ガードと
制御システムの安全関連部 4），5）（以下，安全制御回路
という．）の組合せで実現する．
機械の起動は，2．で示すように起動は安全確認に基

づくことが必要であるとされている．新規設備では，
設計時点で上記の検討を行い，保護方策を行うことが
有効である．しかし，既存の設備では，必ずしも実行
できない．今後更新が見えている中で潤沢な費用をか

けることが難しいという経済上の問題がある．また，
設備内に安全制御回路を組み込むスペースが無い等の
制約があることなど，工学上の点からも実行できない
ことがある．そこで，比較的安価で，安全制御回路の
設計・増設も不要な方法で，安全性は同等な “ しく
み ” を用いた安全確認型の起動許可システムを考案
し，実施した事例を紹介する．
本稿で提案することを理解するために，ごく簡単な
例を示したい（図 1）．卓上ボール盤で，刃物交換用
の工具を ACケーブルのプラグ側に短い鎖で結びつけ
ておくことがある．これは，刃物交換時に必ず刃物
チャックを緩め・締めるが，その工具を使う際にはプ
ラグを抜かざるを得ない状況を作り出している．そう
することで，刃物交換作業中に誤ってスイッチに触れ
ることによる起動や第三者がコンセントにプラグに差
し込めないようにすることで，不意な起動（チャッ
ク，刃物の回転）を防いでいる．

図1　身近な“しくみ”を用いた安全確認型起動許可システムの例

このことを，系統立てて行うのが，本資料で提案す
る“しくみ ”を用いた安全確認型起動システムである．
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　　　2.　 “しくみ”を用いた安全確認型の  
設備起動システムのロジック

2.1　安全確認型－起動許可システムの要件
安全確認型については，文献 6），7）等で述べられて

いる．詳しくはこれら文献を見て頂きたいが，簡単に
その基本を記す．
機械を起動する（起動を許可する）あるいは運転を

継続させる（運転継続を許可する）＊ 1 条件は，
（1） 機械の可動範囲等機械の危険区域に作業者＊ 2 の

身体がないことが確認できている．つまり，起動
時，安全が確認できている．

（2） 運転中に機械の稼働中に身体が進入してきたら，
危険事象に至る前に機械を停止することができ
る．つまり，運転中，継続して安全であることを
確認しており，その確認ができなくなると，機械
を停止できる．

　 あるいは，一旦起動したら停止するまで，作業者
の身体の進入は阻止されるようになっている．

　 つまり，運転中は起動時の安全確認状態が確実に
維持できる．

（1）と（2）の構成を図示すると，図 2となる．

図 2　安全確認型の起動許可システムの論理

2.2　簡易プレスの（安全化対策前の）作業手順
既存の装置の運転
本章では，図 3に示した簡易プレスの起動を例に

示す．このプレスは，スライド板に素材を載せ，奥に
押し込むと位置決めリミットスイッチが ONとなり，
更に操作スイッチを止から下降にすることで，可動部
（スライド）が下降，上昇にすることで上昇して停止
する．保護カバーは，定常作業時は蝶ネジで固定した
ままである．
作動状況説明
・定常作業
①スライド板の所定の位置に加工材料をセットする．
② スライド板を挿入する．所定の位置まで挿入される
と位置決めリミットスイッチが作動し，運転が可能

となる．
③ スイッチを「下降」側にするとシリンダーに直結し
た可動部が下降してプレスが行われる．
④ スイッチを「上昇」側にして可動部が上昇したこと
を確かめた後，スイッチを「止」にする．
⑤スライド板を引出し，加工材料を交換する．
保護カバーの開口部は，加工材料を載せたスライド
板が通る程度の高さと幅で，手を挿入することはでき
ない（指を挿入することは出来るがこの場合でも可動
部迄は届かない．）ように開口部の大きさを決めてい
る．
・非定常作業
プレス屑，ホコリ等によりスライドを正常の位置に
挿入できなくなるので，定期的または不定期に保護カ
バーを図 3（b）のように上に開き，清掃する．
このプレスにおいては，保護カバーがある定常作業
では問題ないが，非定常作業においてはカバーを上に
開くので，次のような災害が考えられる．
（1） 非定常作業の清掃時，誰かがスイッチ操作をする

と挟まれる．
（2） 定常運転において，位置決めリミットスイッチが

屑等により作動不良を起こしている時，スイッチ
を「下降」のままで保護カバーを上に開いた状態
で清掃すると，位置決めリミットスイッチが不意に
作動して可動部が下降し，挟まれる可能性がある．
実際，定常運転時にスイッチを「下降」側にしたが
動かないので，保護カバーを上に開いて手を入れて位
置決めリミットスイッチの作動を確かめた時，リミッ
トスイッが作動して可動部が下降し，指を挟まれる災
害が発生している．
定常作業においても，可動部下部に加工品を置くの
を早くするために，保護カバーを上に開いた状態で作
業すれば災害に至りうる．
なお，この保護カバーの開閉は，保全モード－生産
モードの変更の際に行われるので，一工程毎，1個生
産毎ではないことに注意されたい．
このような作業手順であるが，それを図示すると図 4

＊ 1　今後は両者を合わせて「起動」と記す．

＊ 2　 状況によっては，作業者以外に，他者（同じ職場の他の
作業者など）を含む．

図 3　既存のシステムの構成
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のようになり，手順通りに作業を行えば安全である．
モードの切り替えは作業手順にしたがった作業者の作
業で実現するので，手順を飛ばして停止操作を行わな
いまま保護カバーを開けて，清掃等の作業を行うこと
ができてしまう．

図 4　作業モードの切替

つまり，急いでいるときなどには，スイッチを停止
にせずに清掃などを行ってしまったり，急いでいるわ
けではないときでも，うっかり停止にしないまま清掃
をしてしまうこともある．訓練やそれに基づいた注意
深い作業は必要であるが，人的なミスを完全に防ぐこ
とは出来ない．そうであるなら，設備側で，保護カ
バーは閉じていなければ機械が動かないようにするこ
とが必要である．ところが，図 3の機械では，ハード
的な対策は具備されていない．

2.3　安全確認型起動許可システムの実現法
図 2に示したように運転命令だけで起動するのでは

なく，加えて安全確認ができたときのみ起動が可能な
システムを構築するには，
・ インタロックにより安全確保を実現する（図 5参
照）

・ 保護カバーが閉（安全が確認）されているときのみ
機械が運転可能とすることにより安全確保を実現す
る（図 6参照）

が考えられる．
図 5はインタロックによる安全確保で，保護カバー

の位置をスイッチで監視し，カバーが閉じているとき
のみ機械が起動するようになっている．この方式で
は，作業者が無効化すると安全が確保できないが，
うっかりカバーが開いている状態で作業をしてしまう
ことはない．また，無効化しにくいスイッチが安全用

スイッチとして市販されており，それらを適切に用い
ることで，無効化もかなり防げる．ただし，例示した
ような回路を組み込まなければならない．その設計は
専門知識を有する者（あるいは企業）に依頼しなけれ
ばならず，設計・制作にコストを要する．また，制御
盤内にある程度の空間を必要とする．従って，既存の
設備には導入できないことがある．
本稿は，ここで指摘した問題を避けることが可能な
図 6を提案する．同図における操作，実施に当たって
検討すべき点について説明する．
安全なとき，つまり保護カバーが確実に閉まってい
るときのみ機械の作動が可能とするため，図 6に示す
ように，保護カバーが完全に閉じた時のみ操作起動ス
イッチを押すことができるようにした．これが，“ し
くみ ” を用いた安全確認型起動システムである．
以上のように，簡単な機構で安全性向上を実現でき
る．なお，図 3の生産，保全モードが確実に入れ替わ
る（同時に両方が起こりえない）ことを保証するため
には，物理的に次のことを満たす必要である．
・ 保護カバーと起動スイッチの間に指が入る隙間があ
ると，保護カバーが開いていても操作スイッチを押
せるので，保護カバーと起動スイッチの間の距離は
適切な狭さでなければならない．具体的には，横か
ら指を入れて起動スイッチを押せないことであるの
で，指がこの隙間に進入できないことである＊ 3．

図 6　“しくみ”を用いた安全確認型起動装置による安全確保

＊ 3　 ISO 13857 9）（JIS B 9718 10））を援用すると，4 mm程度と
なる．

図 5　安全制御回路による安全化
（参考文献 8）を基に作成）
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・ ガムテープ等で無効化されないように，起動スイッ
チを押したときには一工程作動して停止しなければ
ならない．
簡単に記述すれば，起動のためのスイッチを押せる

のは保護カバーが完全に閉まったときのみである構造
としたのであるが，安全性はカバーが開では起動でき
ないのでインタロック方式と同等であり，既存の設備
を簡単な改造で実施可能であるので，冒頭にも述べた
ように，既存の設備に導入しやすい．

　　　3.　 “しくみ”を用いた安全確認型の  
設備起動システムの展開形

“ しくみ ” を用いた安全確認型の設備起動システム
は，次のような機構でも構成可能である（図 7 Ⅰ～
Ⅳ）．いずれも，図 6と同様に，制御盤内に新規の回
路の追加を要しないので，適切なコストで，既存の設
備に適用可能である．

図 7　しくみを用いた安全確認型の構成例

方
法

生産モード
人は手を入れられない

保全モード
機械は作動できない 仕組みと特徴

Ⅰ

電源スイッチのキー
が差し込まれていな
いと機械を起動する
ことができない．
起動スイッチの位置
を変更しなくても実
施可能である．

Ⅱ

電源ケーブルの一部
を分離し，保護カバー
が閉じていなければ
給電できないように
する．
安価に実現できる．

Ⅲ

配電盤のブレーカが
断のとき配電盤上の
キーが抜け，そのキー
によって保護カバー
が開状態に保てる．
電源が離れていても
実現可能である．

Ⅳ

保護カバーの開状態
では電源が強制的に
断となる．
保護カバーの開閉は
容易なため，作業性
がよい．
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4.　ま と め

今回は，簡易プレスを例に “ しくみ ” を用いた安全
確認型起動システムを説明した．考え方を理解いただ
ければ，応用が効く．既存の，比較的古い機械は安全
化ができないなどを決めつけないで，しくみによる安
全確認型の適用を考えていただきたい．
本稿では，簡易プレスの安全化を例に記してきた

が，著者のホームページ 11）に他の設備ヘの応用例も
含め 30の応用例を掲出しているので，参照願いたい．
これらを参考に職場の既存設備の安全化をはかって頂
きたい．
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